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【序論1
1998年の「特定非営利活動促進法(以下、 NPO法)Jの制定以来、 NPO法人として

認証を受けた団体数は順調に増えつづ、け、 2000年 9月の時点では 2594団体に上る

(図 1参照)。地域別に見ると、首都圏が 1030団体、関西圏が 337団体であり、この岡

地域で全体の過半数を占めるなど都市圏を中心にしながらも、全国的に広がっている。

また、分野別で見ると、保健・医療分野が最も多く 64.2'iもであり、社会教育 34.9判、ま

ちづくり 32.0%、子ども健全育成 31.3%などがつづいている(但し複数回答可)1)。この

ように様々な分野で社会に欠かせない役割を担うようになってきている。
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そもそも NPOとは、「利潤をあげることを目的としない、公的活動を行う民間の法人組

織jとサラモンによって定義されている 2)。市場原理によって動く企業は、地域の人が誰

でも享受でき、また誰かがそれを享受することによって他の誰かの利益が減ずることがな

いという公共財の供給には適していない。そのため、公共財の提供は政府が請け負って

きた。しかし、政府は公平に資源を分配するという大きな制約が課されているため、阪神

大震災時のボランティアの活用の不手際にみられたように、しばしば迅速な行動がなさ

れなかったり、非効率的なものになったりする。これらの企業や政府の失敗を是正する

力を NPOは持っているとされている。なぜならば、 NPOの活動に関わる費用は、強制

的に徴収された税金ではなく、自発的な寄付と労働によるものであるからであり、その活

動の動機は自己利益ではなく、その活動に何らかの意義を感じることによるものであるか

らである日)。

NPO団体は、団体によって専従の職員を置く場合もあるが、その構成員の大部分は

自由時間に、自発的な意思で活動に参加している。そしてその活動に楽しさと社会的

な意義を見出しているのである。この意味において、 NPO活動とレクリエーション活動と

は接点を持ちうる。レクリエーション団体が、その活動を会員の楽しみとしてだけにとどま

らず、地域にその楽しみを提供することを意図したり、地域作りを意図する場合には、

NPO活動たり得るのである。しかし、レクリエーション活動をNPO活動と捉え、研究がな

されるととは少ないのが現状である。そこで本研究では、 1999年 5月に NPO法人とし

て認証された「子ども劇場下関センター」を対象として研究を行った。赤堀ら(1999)4)に

おいて、 NPO法人として認証後、半年間の動向は報告している。本研究では、その後
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の活動の展開を報告するととを通じて、 NPO法の受容が民間団体に及ぼした影響を明

らかにすることを目的としている。

[研究方法1
1.調査対象

子ども劇場おやこ劇場は 1966年に児童劇を中心とする観劇団体として始まったが、当

初から単なる「劇を見る会」を志向しているのではなく、「子どもの文化を皆で考え合い、

創造していく会Jを志向している。その活動は毎月千円程度の会費を集め、劇を見る

「鑑賞企画」とキャンプ・お祭り等の「活動企画」と呼ばれる子育て活動という 2つの柱と

なる活動を展開している。今日では全国に 760劇場、 50万人の会員を持つ大規模な

民間レクリエーション団体であるが。

これらの劇場のうち 2000年 9月時点、においては、都道府県組織では 14団体が、単

位劇場では 22団体が NPO法人として認証されている。このうち子ども劇場下関センタ

ーは、 1999年 5月に単位劇場としては 2番目に早く NPO法人として認証され、その

後の子ども劇場の NPO法人化に大きな影響を与えた団体である。

2.調査方法

1999年 10月から 2000年 9月にかけて、劇場事務局において事務局長、代表委

員、その他会員に直接面接法によるインタビュー及び、内部資料の分析によって、デー

タの収集を図った。さらに、活動に参与観察し補足的な資料を収集した。

3.調査内容

調査内容は、「会員の変動Jを中心とした団体の動向である。

【結果及び考察1
1.組織の変容

NPO法人としてのスタートに際して、会員を「正会員」、「活動会員j、「支援会員」、

「費助会員Jの4つに区分したが、当初は会費額は「正会員」、「活動会員Jはともに、月

額 1300円、「支援会員」、「賛助会員Jはともに年間一口 5000円で、あった。これが、「正

会員Jは、大人が2000円、子どもが 1000円に、「活動会員」は、大人が 1500円、子ど

もが 1000円に変更された。さらに、会費以外に「活動企画」の参加に際しては、会員外

の参加者と同額に参加費を、鑑賞企画に際しては一律 500円の参加費を支払うことに

なった。(表 1、表 2参照)

表1.会費額の変更

現行額 変更後

正会員(大人) 2000円/月

正会員(子ども)
1300円/月

1000円/月

活動会員(大人) 1500円/月

活動会員(子ども) 1000円/月

支援会員 5000円/年5000円/年

賛助会員 5000円/年5000円/年
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これにより会員の負担額は大きくなった。特に正会員の大人の場合では、負担額は

変更前の倍程度になる。この会費額の変更は従来の劇場活動から大きな変更である。

なぜならば、年に何回かの生の舞台を見るための積み立てであり、劇を見るシステムを

維持するための必要経費とし、うのが会費の位置づけであった注へとの変更により、舞台

鑑賞の度に会員であっても一律 500円の参加費を払うために、会費が劇を見るための

積み立てという意味は薄れた。「鑑賞企画J時の一般の参加費は活動ごとに設定となっ

ているが、 2000 円程度程度であり、年間の「鑑賞企画」は 2~3 回のため、一般参加者

として企画ごとに参加するほうがトクなのである。

つまり、この変更によって会費は活動のための経費の積み立てではなく、会を運営す

るための経費として実質的に位置づけられたのである。そして、会員は自らの利益を享

受するために会員であるのではなく、「子どもの社会参画の機会を拡充し、かつ子どもの

豊かな成長に寄与するJ6)という目的を実現するために会員となると、位置づけられた。

しかし、この会費額の変更によって、会員数は激減している(表 3参照)。特に、活動

会員の減少が目立つ。会費額の変更を期に「正会員Jから「活動会員」へと変更した者

もあり、活動会員の退会率は非常に高くなっている。会員区分の変更時に、「正会員jを

「この法人の目的に賛同して入会し、活動を推進する個人」とし、「活動会員Jを「この法

人の目的に賛同して入会し、活動に参加する個人」とした。自己を活動の提供者として

位置づけるものは「正会員Jであり、活動の受益者として位置づける者は「活動会員Jと

なっていたのである。そのため、活動の参加には「活動会員」でいるととの金銭的なメリッ

トはないため(むしろデメリットである)、退会が続出したと考えられる。「正会員Fを選んだ

者には、劇場活動の目的に賛同する者が多く含まれるため、負担額の増加にもかかわ

らず、退会者数は「活動会員」と比較して少なかった。したがって、この会費額の変更は、

会員区分の変更の際には金銭的なメリット・デメリットが明確ではなかったため、明かに

ならなかった会員内での活動に対する期待の差を露呈することになったと言える。

表 3.会員数の変動

| 会員 | 
l|  

2401 ...1 正会員 701 J 正会員 I 52 (一26%)
I "'1活動会員 I1701 "'1活動会員 I107 (-37%) 

この会員数の減少は、会の運営に大きなダメージを与えるであろう。法人化以前は事

務的な業務は会員の管理と情報提供、鑑賞活動のための劇団との交渉と会場の準備等が

主なものであった。法人化後は、これらの業務に加えて、他団体や行政との関係に関する業

務と活動企画の増加に伴う業務、 NPO法に定められた書類の作成等、業務が大幅に増加

している。このため、法人化に際して、専従職員を 1名から 2名に増やしたため、管理費

は大きく増加している。この増加した管理費を減少した会費でまかなうことは困難である。

当面は事業による収益や、助成金等で補うことになるであろう。しかしこれらは安定した

収入とは言えず、 NPO法人としての拡大した活動を支える経済的な側面は非常に危う

いものであると考えられる。この経済的な側面での基盤の危うさは、団体の存続を危うく

するものである。早急に改善される必要があると言えるだろう。

[まとめ】

赤堀ら(2000)に引き続き、民間レクリエーション団体を対象として、 NPO法の受容が
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団体に与えた影響を研究してきたが、以下のようなことが明らかになった。

1)会費及び参加費の変更により、会員で、あることの意味づけの変容がおこった。すな

わち、従来は会員は劇を見られる等の自己の利益のために会員であったが、変更

後は、子ども文化振興の担い手となるために会員となっている、という意識の変容が

迫られた。

2)活動の提供者としてではなく、受益者としての自己を認識している者は、上記のよう

な意識の変容を迫る会の方針を受け入れられず、多くの退会者を出した。

3) NPO法人としての出発は、業務の増加を促し、それは管理経費の増加を意味して

いる。しかし、会員数の減少により、安定的な収入源が減少し、その経済的基盤は

危ういものとなっている。

以上のように、 NPO法人として認証されてから 1年半が経過するが、 NPO法人として

の公益性を確保するために、様々な変化が団体内に生じていることが明らかになった。

本研究では特に、会員に利益を提供する団体ではなく、地域に向かつて利益を提供す

る団体としての位置づけを明確にするために行った会費及び参加費の変更が及ぼした

影響について明らかにした。

個人の利益と社会の利益はしばしば矛盾する。地域社会により貢献できる団体を目

指しての団体の改革が、個人の利益を減少させ、結果として会員数の減少につながり、

これは団体の存続を危うくしている。この個人と社会とのアポリアをし、かに解消していくか

は永遠の課題であろう。

個人的な利益の減少にも関わらず、継続して会員となっている者の多くは、団体の社

会的責任に共感して会員でありつづけるというよりもむしろ、団体での活動に楽しさを見

出している者が多い。活動を提供するという活動自体を魅力あふれるものにしていくこと

が不可欠であろう。さらに、 NPO法人の安定化、活性化をはかるためには、個人的な楽

しさや善意に頼るだけでなく、税制優遇等を含む NPO法人を取り巻く環境の整備も不

可欠なものとして望まれている。

注1) もちろん従来から理念的には劇場活動は観劇だけを目的とするものではないの

で、会費は劇を見るための積み立てという位置づけを、劇場の理念としては否定

するが、一般会員には劇を見るための積み立てとして理解されている。

注2) 法人化後の入会者には、団体の社会的意義に共感して入会する者が多い。
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